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Abstract

Impedance standards serve as essential references in the metrology of electronic components - one of Japanʼs major 
industrial products - for evaluating electrical characteristics. Standards of AC resistance and capacitance of National 
Metrology Institute of Japan were developed and have been maintained based on the quantized Hall resistance as a 
reference using a quadrature bridge and impedance bridges. In this article, we review the foundation technology, 
calibration and measurement capabilities (CMC), and the outcomes of international comparisons of AC resistance and 
capacitance standards. Furthermore, several limitations in conventional standards have been identified to extend the 
frequency range and the impedance range. As potential solutions, a quadrature bridge with extended frequency range and 
digital impedance bridges enabling arbitrary impedance measurements are proposed.

1　はじめに

　現代社会に欠かすことのできない電子機器の生産量は
年々増加しており，中でもスマートフォンは 2030 年の
出荷台数が 15 億台を超えると予想されている 1)．スマー
トフォンの中には，センサーやバッテリーなど多くの電
子部品が搭載されている．中でも電子機器の制御におい
て欠かすことのできないチップ積層セラミックコンデン
サは，スマートフォンに 1 000 個以上搭載されており，
機能の向上に伴いさらに搭載される数は増大する 2)．ス
マートフォンの他に，パソコンやタブレット，ウェアラ
ブル端末といった電子機器や自動車にも多くの電子部品
が搭載されている．また，電子部品は日本の主要産業品
目のひとつであり，世界の電子部品市場の日本企業の
シェアは 2022 年において 33 %，2022 年の電子機器（電
子部品，電気計測機器）の輸出割合は 17.4 % と高い割
合を示す 3)．さらに，2023 年における日系電子部品メー
カーの世界生産額は 9 兆 7 150 億円で，日本の電子情報

産業の中で最大規模である 4)．また，電子部品と同様に
多くの電子機器や自動車に搭載されているリチウムイオ
ン電池は，特に車載用の電池で国内の出荷販売額が年々
増加している 5)．この様な近年の情勢を考慮すると，電
子機器や自動車の需要拡大に伴い，電子部品や電池の需
要も拡大していくことは明らかである．
　自動車や電子機器の安全性と品質の確保のためには，
それを構成する電子部品や電池ひとつひとつの測定値の
信頼性が重要となる．例えば積層セラミックコンデンサ
などの電子部品や電池の評価には，インピーダンス試験
が行われている 2), 6)．また，電子部品や電池を構成する
材料開発の現場においても，LCR メータやネットワー
クアナライザを用いたインピーダンスの周波数特性評価
が行われる 7)-10)．このインピーダンス測定で得られる測
定値の上位標準には，インピーダンス標準がある．イン
ピーダンス標準は，大きく分けてキャパシタンス標準，
交流抵抗標準，インダクタンス標準がある．本報告は，
このうちキャパシタンス標準と交流抵抗標準について調
査した結果を報告し，精密電気計測の観点からそれらの
課題について述べる．

技 術 資 料

* 物理計測標準研究部門 応用電気標準研究グループ

609産総研計量標準報告　Vol.11, No.4 2026 年 3 月



2　キャパシタンス標準のトレーサビリティ

　キャパシタンス標準のトレーサビリティは，大きく分
けて 2 つの体系がある．ひとつの体系はクロスキャパシ
タとよばれる装置を用いる方法である．クロスキャパシ
タは，1956 年に A. M. Thompson らにより提案された特
殊なキャパシタである 11)．電極棒の長さを正確に決定
することで，長さを上位標準としてキャパシタンスの値
を決定できる．現在は，オーストラリアの National 
Measurement Institute, Australia（NMIA）， フ ラ ン ス の
Laboratoire National de Metrologie et dʼEssais（LNE）， 中
国の National Institute of Metrology（NIM）などの国家計
量標準機関（National Metrology Institute, NMI）において，
キャパシタンスの国家標準として使用されている 12)-14)．
もうひとつの体系は量子化ホール抵抗（quantized Hall 
resistance, QHR）によって供給される方法である．QHR
は，1980 年に von Klitzing らにより発見された量子ホー
ル効果 15) により得られる量子化された直流抵抗値であ
る．産業技術総合研究所計量標準総合センター（National 
Metrology Institute of Japan, NMIJ）では 1988 年の第 77
回国際度量衡委員会勧告により，1990 年から QHR に基
づく直流抵抗標準の維持・供給を行っている 16), 17)．量
子ホール効果は，二次元電子系に垂直に磁界を印加する
と生じるホール電圧およびホール抵抗が量子化する現象
で，量子ホール効果による直流抵抗値　　　は式（1）
で与えられる．

　𝑅𝑅H(𝑖𝑖) =
ℎ
𝑖𝑖𝑒𝑒2 =

𝑅𝑅K
𝑖𝑖 .                              （1）   （1）

ここで， 　はプランク定数， 　は整数， 　は電気素量， 　　
は von Klitzing 定数である． 　の整数は，占有率とよば
れる．プランク定数と電気素量は 2018 年 11 月の国際度
量衡委員会により定義値として採択されたため，2019
年 5 月からより厳密に　 -90 = 25 812.807 459 304 5 Ω で
SI トレーサブルとなった 18)．

3　�NMIJ の交流抵抗標準・キャパシタンス標準の供給
体制

　「2 キャパシタンス標準のトレーサビリティ」で述べ
た通り，NMIJ では QHR をもとにインピーダンス標準
を整備している．図 1 に交流抵抗標準とキャパシタンス
標準の供給体制フロー図を示す．DC QHR を基準に，
100 Ω 標準直流抵抗器，10 kΩ 交直差計算可能抵抗器へ，
比較の連鎖により，直流抵抗が校正される 19)．交直差

計算可能抵抗器は，内部の抵抗エレメントの形状と寸法
から，望みの周波数における交流抵抗とリアクタンス値
を見積もることが可能である．この抵抗器を基準とし，
インピーダンスブリッジを介して 100 kΩ交流抵抗器に，
その後直角相ブリッジを介して 1 nF 標準キャパシタを
校正する．NMIJ が保有する交流抵抗標準，キャパシタ
ンス標準の供給システムの外観を図2に示す．3.1から3.3
では，供給体制において不可欠な要素である交直差計算
可能抵抗器とブリッジについて詳述する．

3.1　交直差計算可能抵抗器
　交直差計算可能抵抗器は，金属管中に配線された抵抗
線の配置，長さ，太さから直流抵抗から交流抵抗への校
正が可能となる．インピーダンスの周波数特性が計算可
能であり，インピーダンス　は次式で与えられる．

　𝑍𝑍 = 𝑅𝑅0[1 + 𝛼𝛼(𝜔𝜔) + 𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗].                      （2）   （2）

ここで　 は直流抵抗値， 　は角周波数， 　は時定数であ
る．すなわち， 　  　が周波数に対する抵抗の値の変化， 
　　が位相角の変化を示す．最も単純な形状である
coaxial 型，bifilar 型や quadrifilar 型がある 20)．NMIJ では，

𝑅𝑅H(𝑖𝑖)  

ℎ  𝑖𝑖  𝑒𝑒  𝑅𝑅K  

𝑖𝑖  

𝑅𝑅K  

𝑍𝑍  

𝑅𝑅0  𝜔𝜔  𝜏𝜏  

𝛼𝛼(𝜔𝜔)  

𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗  

図 1： NMIJ の交流抵抗標準とキャパシタンス標準の供
給体制フロー図．
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リアクタンス値が最も小さいという利点と，校正に使用
する周波数や基準抵抗値の値から quadrifilar 型を用いて
いる．quadrifilar 型の交直差計算可能抵抗器は 1960 年代
に D. L. H. Gibbings によって開発され 21)，J. Bohacek に
よって詳しく計算された 22)．

3.2　インピーダンスブリッジ
　交流抵抗値とキャパシタンス値を，比較の連鎖により
拡張する際に用いる交流抵抗ブリッジとキャパシタンス
ブリッジについて紹介する．ここで，これらのブリッジ
をまとめてインピーダンスブリッジと呼ぶ．図 3 には，
二端子対のインピーダンスブリッジの基本回路を示す．
検出器（D）が 0 を示す，すなわちブリッジ平衡時に式 （3）
が成り立つ．

　
𝑉𝑉2
𝑉𝑉1
= 𝑍𝑍2

𝑍𝑍1
.                                        （3）   （3）

式（3）からわかるように，電圧比からインピーダンス
比を求めることができ，単純な比を用いるためインピー
ダンス比を求める際の操作は簡便である．しかし，この
ブリッジはリード線の抵抗やインダクタンス，浮遊容量
など，インピーダンス値の評価算出することが難しい不
確かさ要因を多く含む．そこで，より精密にインピーダ
ンスを測定する方法として四端子対定義が多く用いられ
ている．
　四端子対定義は，信号電流ケーブルと電圧検出ケーブ
ルが独立しており，ケーブルの残留インピーダンスの影
響を減少させることができる 23)．内部導体の電流が発
生する磁界をシールド導体の電流の磁界が打ち消すた

め，電圧検出ケーブルと電流検出ケーブル間の浮遊容量
の発生を抑制できる．さらに，リード線の抵抗やインダ
クタンスによる不確かさ要因が小さくなる．
　インピーダンス値が高い場合は，電流が流れにくいた
め二端子対法を用いた場合でも測定値への影響は小さい
が，インピーダンス値が低い場合には残留インピーダン
ス値が相対的に大きくなるため測定値への影響が大きく
なる．このため，四端子対定義に基づき設計されたイン
ピーダンスブリッジは精密測定に対して有効となる．主
要 NMI の標準の供給体制から，測定するインピーダン
ス値や要求される精度に依存して二端子対法と四端子対
法が使い分けられていることがわかる 24)-28)．実際に，
NMIJ ではキャパシタンスブリッジと直角相ブリッジを
二端子対法，交流抵抗ブリッジを四端子対法に基づいて
構築されたブリッジで測定している．

図 2： NMIJ の交流抵抗標準，キャパシタンス標準の供給システム．(a) 交流抵抗ブリッジ，(b) 直角相ブリッジ，(c) キャパ
シタンスブリッジ．

図 3：二端子対インピーダンスブリッジ．
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3.3　直角相ブリッジ
　交流抵抗とキャパシタンスは位相が 90°異なるため，
比較する際には位相を 90°変化させる必要があり直角相
ブリッジを用いる．一般的な直角相ブリッジを図 4（a）
に示す．直角相ブリッジの平衡条件は式（4）で与えら
れる．

　𝜔𝜔2𝐶𝐶1𝐶𝐶2𝑅𝑅1𝑅𝑅2 = 1.                              （4）   （4）

ここで　は角周波数，  　と 　は被校正キャパシタンス， 
 　と 　は基準となる標準交流抵抗である．平衡条件か
ら，キャパシタンスまたは交流抵抗，またはその両方の
値を変化させない限り，平衡条件を満たした状態で周波
数を変化させることができない．NMIJ では，図 3（b）
に示すような二端子対定義に基づいた直角相ブリッジを
用いて，100 kΩ の交流抵抗器で 1 nF のキャパシタを校
正する．そのため，平衡条件を満たす周波数は角周波数
が 104 rad s-1（周波数として表記すると約 1.592 kHz）の
1 点のみとなる．すなわち，NMIJ では直角相ブリッジ
を用いたキャパシタンスの校正は，この周波数において
行われている．

4　デジタルインピーダンスブリッジ

　デジタルブリッジは，電圧源，検出器，調整器といっ
たブリッジの要素のいずれか，またはすべてをデジタル
化した 2 種類のブリッジに分けることができ，各々デジ
タルアシストブリッジとフルデジタルブリッジと呼ばれ
る 29)．
　デジタルアシストブリッジは，依然として比の基準を
比トランスや誘導分圧器といったアナログ回路設計に基
づく電磁部品に依存しており，製造時に巻線による電圧
比が固定されるという制限がある．また，フルデジタル

ブリッジは，高精度な D/A コンバータを用いることで，
サンプリングとデジタル処理により任意の電圧比や周波
数を生成，測定することができる 30)．デジタルインピー
ダンスブリッジは，測定の自動化により操作が簡便にな
り，繰り返し測定や連続測定が可能になるという利点が
ある．一方，デジタル化に起因して生成されるノイズな
どの不確かさ要因が増大するという欠点もある．
　以下に近年の研究開発の例を 2 点紹介する．1 点目は，
電圧比を決定する正弦波発生器について改善した報告で
ある．従来の正弦波発生器と比較して振幅と位相角の分
解能が高く，2 つのチャンネルから発生する電圧の比も
10-8 レベルを 300 s 近く保持できる．この正弦波発生器
は，2 つのチャンネルの電圧比により 10-7 レベルの相対
不確かさでフルデジタルブリッジに使用でき，電圧比を
誘導分圧器に置き換えることによって 10-8 レベルの相対
不確かさでデジタルアシストブリッジに使用できること
が示された 31), 32)．しかし，この方法では正弦波発生器
の安定性がインピーダンスブリッジの性能に直接影響す
ることになる．そこで 2 点目の研究開発例は，1 点目の
例である 2 つの電圧比をインピーダンス比に直接使用す
る方法に対して，検出器の高分解能化と高安定性化によ
り改良したという報告である．この方法は，まず比較す
る 2 つのインピーダンスに流れる電流をおおまかに平衡
させ，その後，生じた電流差をトランスインピーダンス
機能を持つ電流増幅器で自動的に平衡する設計となる．
これにより，1 kΩ の抵抗と 1 nF のキャパシタの比較に
おけるタイプ A の不確かさが約 1 × 10-8 となった 33)．

5　各国標準研究所の現状

　ここでは，主要な NMI の交流抵抗標準とキャパシタ
ン ス 標 準 に つ い て の 校 正 測 定 能 力（Calibration and 
Measurement Capability : CMC）を調査して得た値を比較

𝜔𝜔  𝐶𝐶1  𝐶𝐶2  

𝑅𝑅1  𝑅𝑅2

図 4（a）直角相ブリッジ，（b）NMIJ の直角相ブリッジ．簡略化のため同軸表示を省略．
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した．比較結果を踏まえ，考えられる背景を列挙すると
ともに，キャパシタンス標準で実施された国際比較につ
いて述べる．

5.1　�主要なNMI における交流抵抗標準・キャパシタン
ス標準

　CMC とは，校正サービスを通して顧客に提供できる
登録等の範囲の内で最小の不確かさである．2024 年の
時点で登録されている CMC は，全ての量目を合わせて
26 000 件を超える．表 1 では，各 NMI で登録されてい
る交流抵抗標準の登録値について，周波数と拡張不確か
さの範囲に着目してまとめた．各 NMI について顕著な
特徴はみられないが，LNE は高い周波数範囲でかつ広
い交流抵抗値が登録されているという特徴がある．そこ
で，図 5 に LNE の周波数に対する交流抵抗標準の校正
測定能力をその相対拡張不確かさによって色分けしてま
とめたグラフを示す．ここで図 5 のグラフ中で示す線の
表記は，ある 1 点の周波数において校正測定能力を有す
る交流抵抗値が連続的であることを表す．相対拡張不確
かさの値が 1 μΩ /Ω から 1 mΩ /Ω 未満と 3 桁の幅があ
るが，周波数範囲が 20 Hz から 30 MHz，交流抵抗値は
0.5 mΩ から 1 MΩ までと広い値の範囲において校正測

定能力を有している．LNE では不確かさレベルで 3 段
階に分けられ 34)，最も高精度な方法として two-stage

（double stage）型オートトランスをもとにした比較ブリッ
ジ 35)，次に高精度な方法として 4 つの抵抗器をもとに
した Wheatstone bridge，最も汎用的で低精度な方法とし
てサンプリング技術を利用した比較ブリッジという測定
方法によって交流抵抗標準のトレーサビリティを確保し
ている 36)．
　次に，表 2 では各 NMI で登録されているキャパシタ
ンス標準の登録値について，周波数と拡張不確かさの範
囲に着目してまとめた．NMIA が狭い周波数範囲におい
て小さな相対拡張不確かさで供給しているのに対し，そ
の他の NMI では相対拡張不確かさの値は大きくなるが，
広い周波数範囲で供給しているということがわかる．こ
の理由として，国の主要産業が背景にあると考えられる．
オーストラリアは，鉄鋼業が主要な産業であり，エレク
トロニクス産業が盛んではないため，国内でのキャパシ
タンス標準の需要が少なく古い高精度な装置を使い続け
ているということが考えられる．これに対して，オース
トラリア以外の国の代表として韓国を例にする．韓国は
エレクトロニクス産業が盛んであり，国内の需要がある
にも関わらず，日本の JCSS 登録事業者のような二次標
準を拡張しメーカー等が維持管理する標準器を校正する
機関がない．そのため，精度は低くても広い周波数範囲
の校正測定能力を有している必要があると考えられる．

5.2　国際同等性
　多くの産業製品を輸出入している日本において，製品
の性能に関する測定結果が国際的に整合しているという
国際同等性の確保は重要である．キャパシタンス標準 
は，主に 10 pF の標準器を仲介器とした国際比較が行わ
れている．最新のレポートは 2018 年に発行されており，
国際度量衡局（Bureau International des Poids et Mesures : 
BIPM）を中心として 7 か国間の国際比較が行われてい
る 37)．また，NMIJ は 2009 年に最終レポートとしてまと
められたアジア太平洋計量計画（Asia Pacific Metrology 

表 1：主要 NMI の交流抵抗標準の校正測定能力

表 2：主要 NMI のキャパシタンス標準の校正測定能力．

図 5：LNE の交流抵抗標準の校正測定能力．
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Programme : APMP）の 13 か国の研究所が参加した国際
比較に参加した 38)．参加した研究機関のうち 1 機関を
除くすべての研究機関の間で良好な一致を示した．最近
に 参 加 し た 国 際 比 較 で は，Euro-Asian Cooperation of 
National Metrological Institutions （COOMET） を 中 心 に
10 pF の国際比較が行われ，2017 年の最終レポートによ
りまとめられている 39)．ここでは，European Association 
of National Metrology Institution （EURAMET) か ら PTB，
APMP から NMIJ が参加することで，地域内だけでなく
地域間での比較も同時に行われた．不確かさの範囲内で
よく一致しているという結果であった．
　また，交流抵抗標準の国際比較は，上位標準である直
流抵抗標準と下位標準であるキャパシタンス標準の国際
比較によって同等性が確認されているとみなされてお
り，2024 年度の時点で実施されていない．

6　�NMIJ から産業界へのトレーサビリティ体系と標準
供給の状況

　NMIJ から産業界への交流抵抗標準とキャパシタンス
標準のトレーサビリティ体系は以下のようになってい

る．NMIJ の所有する特定標準器からインピーダンスブ
リッジを介して登録事業者の持つ特定二次標準器を校正
し，登録事業者がキャパシタンス値の拡張を行いながら
ワーキングスタンダードを校正する．最後にこれを基準
として校正対象器物を校正する．
　登録事業者として，交流抵抗は日本電気計器検定所

（Japan Electric Meters Inspection Corporation : JEMIC） と
キーサイト・テクノロジー株式会社，キャパシタンスは
JEMIC とキーサイト・テクノロジー株式会社に加えて
株式会社村田製作所が登録されている 40)．図 6 と図 7
には，各々の登録事業者について周波数に対する交流抵
抗またはキャパシタンスの校正能力とその不確かさを色
分けしてまとめた図を示す．図 6（b）と図 7（b）にお
いて面状にハイライトした部分は，周波数と交流抵抗値
またはキャパシタンス値ともに連続的な範囲を表す．図
6 と図 7 から，交流抵抗，キャパシタンスともにキーサ
イト・テクノロジー株式会社が広い周波数範囲で，かつ
連続値で供給していることがわかる．キーサイト・テク
ノロジー株式会社は，電気計測器を多く取り扱っており，
測定器を製造するうえで必要な範囲について広く校正能
力を有している．また，株式会社村田製作所は日本の主

図 6：JCSS 登録事業者の交流抵抗の校正測定能力．(a) JEMIC，(b) キーサイト・テクノロジー．

図 7：JCSS 登録事業者のキャパシタンスの校正測定能力．(a) JEMIC，(b) キーサイト・テクノロジー，(c) 村田製作所．
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要なコンデンサメーカであり，多くの製品を輸出するた
めに国際同等性が重要という観点から，トレーサビリ
ティに基づいた標準の供給体制を重視していることが伺
える．

7　課題と今後の展望

　これまでに NMIJ や主要 NMI，日本の産業界における
交流抵抗標準とキャパシタンス標準に関する技術と，校
正測定能力について述べた．これらの調査結果から，明
らかになった課題について，産業界の需要，および，標
準供給の堅牢性の観点から考察する．さらに，各々の課
題に対する今後の展望も示す．

7.1　課題
7.1.1　産業界の需要に対する課題
　産業界の需要に対する課題として，標準の周波数範囲
拡大を挙げる．産業界への標準供給に関するキーワード
のひとつに周波数がある．例えば，電子部品のひとつで
あるコンデンサは，損失による抵抗である等価直列抵抗 

（Equivalent Series Resistance：ESR） や寄生インダクタン
ス（Equivalent Series Inductance：ESL）を内在する．これ
により，周波数変化に伴い，共振点というインピーダン
スが最も小さい状態の前後で容量性と誘電性を示す．こ
のように，インピーダンスの周波数特性は理想的なキャ
パシタンスをモデルとした理論値から乖離する．共振点
は，コンデンサの材料や構造，サイズの違いに依存する
ため，コンデンサの特性評価の指標のひとつとして重要
なパラメータである 41)．この共振点が観測される周波
数帯域は，MHz 付近であることが多い．また，コンデ
ンサを構成する材料のひとつである誘電材料は，代表的
な分極メカニズムを MHz から GHz の周波数範囲にもっ
ており，この周波数特性が材料の誘電特性を物理的に解
明する際の重要な情報のひとつとなる 42)．一方，リチ
ウムイオン電池などの蓄電デバイスにおいても，イン
ピーダンス特性は対象となる蓄電デバイスのサイズや形
状に対して優位な違いを示す．その特性の違いは，特に
1 kHz 付近よりも高周波数の帯域ほど顕著に現れる 43)．
　これらの背景から，電子部品や電池の特性を評価する
インピーダンスメータは，数 MHz 程度の周波数帯域ま
で測定可能であることが望ましいと考えられる．しかし

「3.3　直角相ブリッジ」で述べた通り，現在のキャパシ
タンス標準のために構築されている直角相ブリッジを用
いての校正では，1 点のみの周波数（1.592 kHz）に限定
された供給となる．以上のことから，産業界には

1.592 kHz よりも高周波範囲での標準供給の需要がある
と想定される．
7.1.2　計量標準の維持・強靭化に対する課題
　NMIJ では，直流抵抗から交流抵抗への校正には
10 kΩ の交直差計算可能抵抗器が用いられている．交直
差計算可能抵抗器の原理と交流抵抗標準の実現方法につ
いては，「3.1　交直差計算可能抵抗器」で述べた．しかし，
2024 年の時点でこの交直差計算可能抵抗器は代替器を
入手することが困難な状況にある．そのため，抵抗器の
内部構造が変化するなどの故障により，下位標準である
交流抵抗標準とキャパシタンス標準の供給の継続性に支
障が出る可能性がある．

7.2　今後の展望
　7.1.1 と 7.1.2 で示した各課題に対して，現在想定して
いる今後の展望を示す．
7.2.1　直角相ブリッジの測定周波数の高周波化
　直角相ブリッジを用いた測定の周波数が 1 点のみと
なっていることに対する今後の展望を示す．以前，一部
の校正事業者から，周波数が 1 kHz における校正への要
望があったことから，周波数範囲 1 kHz から 1.592 kHz
の離散的な複数周波数におけるキャパシタンス値の周波
数依存性を，多周波数直角相ブリッジを用いて測定する
研究が実施された 44), 45)．この多周波数直角相ブリッジ
は，既存の直角相ブリッジに two-stage 型の誘導分圧器

（Inductive Voltage Divider : IVD）を 2 つ導入し，IVD の
分圧比を調整することで原理上は任意の周波数において
平衡が可能となる．周波数が n/8 × 10/2π kHz（n = 3, 4, 
5, 6, 7, 8）の 6 点における 100 kΩ 交流抵抗を基準とし
た 1 nF キャパシタの測定結果は，測定した全周波数に
おいてタイプ A の相対不確かさが 2 × 10-7 であった．
また，周波数 1.592 kHz と 1 kHz の違いにより，10 pF
のキャパシタの器物によってはその容量値に変化がある
ということがわかった．同様に，3 つの IVD を接続した
周波数可変直角相ブリッジを用いて，周波数 500 Hz か
ら 5 kHz の範囲で 100 kΩ 交流抵抗器を基準として 1 pF
キャパシタを測定した報告もある 46)．これらの先行研
究を応用し，既存の直角相ブリッジに対して適切に IVD
を挿入することにより，直角相ブリッジの測定周波数を
現在よりも高周波化できる可能性がある．
7.2.2　�ジョセフソン効果を用いたデジタルインピーダ

ンスブリッジ
　IVD により電圧比を決定するデジタルインピーダンス
ブリッジは，標準器と被校正器に印加される交流電圧の
比が IVD の製作する際に定められた逓倍比にあらかじ

615産総研計量標準報告　Vol.11, No.4 2026 年 3 月

交流抵抗標準とキャパシタンス標準に関する調査研究



め固定されてしまう．さらに位相と周波数も容易に変化
させることはできない．振幅比，位相，周波数を任意の
値に設定して測定が可能となると，比較の連鎖によって
積み重なる不確かさがなくなるため測定精度の向上が期
待できることに加えて，任意のインピーダンス比の測定
が可能となるという利点がある．この実現のためには，
Josephson Arbitrary Waveform Synthesizer（JAWS）用いた
デジタルインピーダンスブリッジが測定システムの有力
な候補のひとつではないかと考えられる．JAWS は，数 
Hz から 1 MHz の周波数または DC に対して，量子標準
電圧に基づく高精度，計算可能，かつ歪みのない電圧波
形を生成することができる D/A コンバータでとして，
1996 年に S. P. Benz らによって報告された 47)．2 つの独
立した JAWS を使用するフルデジタルインピーダンスブ
リッジは，Dual Josephson Impedance Bridge（DJIB） と呼
ばれ，任意の値で正確な位相角と電圧比を生成でき，さ
らに周波数も可変なブリッジである 48)．近年，PTB や
METAS などヨーロッパの NMI を中心に，2 つの JAWS
を電圧源として用いた研究が盛んに実施されている．例
えば，2024 年に開催された精密電気計測国際会議
Conference on Precision Electromagnetic Measurements

（CPEM）では，DJIB 同士の測定結果の比較が報告がさ
れている 49)．PTB と METAS の DJIB で測定したインピー
ダンス比（C : C または　:　）の測定結果の差は，周波
数1.233 15 kHz において6 nF/F または6 nΩ /Ωとなった．
2 機関の結果の差が小さいことから，DJIB を用いた測
定の正確さが伺える．供給の継続性の懸念という課題を
解消する方法の候補と得るほか，インピーダンス測定の
自動化・省力化が期待できる．

8　総括

　生活に欠かすことのできない電子機器や自動車に多く
搭載されている電子部品や電池の評価には，材料開発の
段階からインピーダンス評価が用いられている．その安
全性や信頼性のためには，測定値の基準となる標準の値
が重要となる．そこで，インピーダンス標準の中の交流
抵抗標準とキャパシタンス標準に関して，計量標準総合
センター（NMIJ）を中心に測定方法や供給範囲などを
調査した．
　標準供給システムには交直差計算可能抵抗器やイン
ピーダンスブリッジ，直角相ブリッジが用いられる．各
国の標準研究所が持つ校正測定能力は，特にキャパシタ
ンス標準で国際機関による違いがみられた．日本の産業
界に対しては，JCSS 登録事業者により値が拡張されて

メーカーなどに標準供給されている．以上の調査から，
NMIJ における交流抵抗標準とキャパシタンス標準の供
給においては，周波数の広帯域化への需要と，中長期的
な展望として維持・強靭化に対する課題が明らかになっ
た．
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